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頁 4

頁 10

昨年度 (2020年 ～4月 1日 ～2021年 3月 31日 )の、ホームページからの「お問い合わせ」メールは
28件でした。が、本年度(2021年 4月 1日 ～)9月 までの相談は、既に43件来ております。
保護者からの相談で多いのは、教師の暴言・不適切な対応に傷つき不登校になつたお子さんヘ
の心配と学校への対応方法の相談です。
母親のスマホから「誰なら助けてくれますか」とつぎのようなメールが送られてきました。

背の低 くいことで、学校でも、知らない人にまで陰口を言われています。小学校の 3
年からもう6年以上になります。せめて、学校での事は、先生に対応 して欲 しいので
すが、「言った子が誰だかわからないと対応出来ないな 1気にするな」と言う先生に、
お母さんが、学校に行ってお願いしました。でも、何も変わりません。今では、学校
に行っても行かなくても気にされない存在です。     (編 集してあります。)

安全ネットから返信したメールに、後日、子どもに代わって親からメールが返信されてきました。

子供が、わたしの携帯よリメールをしております。○○○は、私の名前です。
私共は、長年あの子の「死にたい。」と言う言葉に付き合ってまいりました。でも、
受け止め続ける私達も辛く、難 しい状態です。
3度死のうとした、あの子、次は、きっと居なくなってしまうだろうと…。
あの子にも人権はあるのに…。子供に何も言ってあげられない不甲斐ない親です。
どこにいっても、誰にいっても誰も助けてくれない。いつたい、どこなら、誰なら助
けてくれる?そ う、あの子は尋ねますが、これもに答えてあげる事できません。
あの子は今メールを返す事も難しい状態です。
わずかな、願いのもと送ったメールだと思います。   (編 集してあります。)

陰口もいじめ !いじめは犯罪です。 心無い一言で、こんなにも苦しんでいる人が、家族がいる
ことを知ってください ! 言葉を心を大切に !自分の中に想像する力を育てたいですね !(浅見)
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頁9

お問い合わ世メータしから (い じめ相談)浅 見 洋子 (会員)
『オリンピック前に判鵬した小山田氏の過去の行為の法臓
価」               細‖l  深 (弁護■)
特集その1  大阪のスクー几ロイヤーの運営の紹介
～第4回オンライン学習会～ 講師 峯ホ 耕治 弁護主
上記報告               原田 敬三 (弁護■)
特集その2  教育行政に係る法務相談体制構築に回けた

手ヨ:き書 第 1版 まとめ  細夕li  深 (弁護■)
受金ネットがお薦めするこの一冊
『′b詢外傷と回復』ジュデイス・ L・ ハーマン署(中丼久夫訳)

朝日 正幸 (弁護■)
コラム「教育猥揚から見える学生気質』

利Ⅲ 巌獲 (会員)
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東京オリンピック前に判明した

小山田氏の過去の行為の法的評価

嘲駐昌書

弁護士 細 り|1  潔

万円)と いうものでした。なお、小山田氏が
当該行為を行ったのは、小山田氏が中高生の頃
とのことですので、 1980年 代だと思われま
す。

小山田氏の行為を法的に考えると、主に 3つ
の構成がありえます。その 3つ とは「いじめ」
「不法行為」「暴行等」です。以下、詳細に述
べます。

「いじめ」にあたるか
まず、「いじめ」についてです。いじめ防止
対策推進法において、「いじめ」は、「児童等
に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍し
ている等当該児童等と一定の人的関係にある他
の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与え
る行為 (イ ンターネットを通 じて行われるもの

を含む。)であって、当該行為の対象となった
児童等が心身の苦痛を感じているもの」とされ
ています (同法 2条 1項)。 小山田氏の行為が、
上記「いじめ」の定義に当てはまることは論を
またないでしょう。もっとも、小山田氏の行為
当時には、いじめ防止対策推進法は存在しませ
んでした (い じめ防止対策推進法は2013年
に制定・施行。)。 ですので、小山田氏の行為
について、この定義をそのままあてはめるわけ
にはいかないでしょう。文部科学省 (旧 。文部
省)は「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸
問題に関する調査」を行っており、この中で、
「いじめ」は「①自分より弱い者に対して一方

的に、②身体的・心理的な攻撃を継続的に加え、

③相手が深刻な苦痛を感じているものであって、
学校としてその事実 (関係児童生徒、いじめの

内容等)を確認しているもの」とされていまし
た (昭和 61年度の定義)。
この当時の定義ですと、「学校としてその事
実 (関係児童生徒、いじめの内容等)を確認し
ているもの」という点が気になりますが、この
レベルの行為を学校が確認していないというこ

とは考えられないと思います。
当時いじめ防止対策推進法があったら本件で
は「いじめ」があることは明らかですので、も
し当時いじめ防止対策推進法があったならば、
という前提で以下論じることにします。
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本通信が出される頃には、少し古い話題に

なっていると思いますが、東京オリンピック

開会式で楽曲の作由を担当することになって
いた小山田圭吾氏 (以下「小山田氏」といい

ます。)の過去の問題行動について述べたい
と思います。
学校安全ネットの会議の際、ある会員から
「小山田氏の行為は『いじめ』というより
『犯罪』と言うべきではないのか。」という
問題提起がありました。
小山田氏の行為は (実際に雑誌に掲載され
た行為が行われていたとするならば)決 して
許されるものではありません。ただ、単に
「許されない」とするだけでは、議論が深ま
らなかったり、議論が曖味になってしまった
りして、被害者救済や再発防止が進まなく
なってしまうおそれがあります。いじめの被
害にあった児童生徒及びその保護者において
は、上記のような法的な分類を意識しつつ問
題に対処することが、被害者救済や再発防止
にとって有益だと思われます。
小 山 田 氏 の 行 為 は、 「 ROCKIN'ON
JAPAN」 「クイック・ジャパン」 という雑
誌に、小山田氏がインタビューに答えるとい

う形で掲載されていたものです。その内容に

関しては、小山田氏がツイッターで「事実と

異なる内容も多 く掲載されてお ります」 と

言っていたり、小山田氏の同級生が「記事に

あるほどの酷い『いじめ』話は盛つたので

は」と語っていたりしています。現在に至っ
ては確認のしようがないので、以下、両誌に

掲載された行為が実際に行われたものとし
て、論じたいと思います。両誌に掲載された

小山田氏の行為としては、いずれも、障がい

をもつ生徒に対して、①全裸にしてグルグル

に紐を巻いて自慰行為をさせたり、食糞をさ
せた り、バ ックドロップをするというアイ
ディアを提供する、②段ボール箱に入れて、
全部グルグルにガムテープで縛 り、空気穴を

開け、そこに黒板消しでパタパタやり、その

後 しばらく放っておく、③ジャージを脱がせ
て廊下を歩かせる、④マットレス巻きにした
り、跳び箱の中に入れたり、マットの上から
ジャンピングニーパット (※ プロレスの技)
をする、⑤色々なものを買わせる (総額 15

鼻/′

2 薔

量層攣
ド■摯‐5F―《

=疇

Iヽ
 ヽ .ヽ ヽ,
ヽ
. 
‐|
ヽヽ
ヽ



r

小山田氏の行為については、いじめ防止対策
推進法に基づく措置が取られることになるで
しよう (同法 23～ 25条)。 学校が当該学校
に在籍する児童等がいじめを受けていると思わ
れるときは、速やかに、当該児童等に係るいじ
めの事実の有無の確認を行うための措置を講 じ、
その結果を当該学校の設置者に報告することに
なります。学校が、いじめを確認した場合は、
いじめをやめさせ、及びその再発を防止するた
め、当該学校の複数の教職員によって、心理、
福祉等に関する専門的な知識を有する者の協力
を得つつ、いじめを受けた児童等又はその保護
者に対する支援及びいじめを行った児童等に対
する指導又はその保護者に対する助言を継続的
に行うことになります。そして、学校は、必要
があると認めるときは、いじめを行った児童等
についていじめを受けた児童等が使用する教室
以外の場所において学習を行わせる等いじめを
受けた児童等その他の児童等が安心して教育を
受けられるようにするために必要な措置を講ず
ることになります。学校は、教職員が支援等を
行 うに当たつては、いじめを受けた児童等の保
護者といじめを行った児童等の保護者との間で
争いが起きることのないよう、いじめの事案に
係る情報をこれらの保護者と共有するための措
置その他の必要な措置を講ずることになります。
学校は、いじめが犯罪行為として取 り扱われる
べきものであると認めるとき (後述するように、
本件はこれに当たり得ると思います。)は所轄
警察署と連携してこれに対処し、当該学校に在
籍する児童等の生命、身体又は財産に重大な被
害が生じるおそれがあるときは直ちに所轄警察
署に通報し、適切に、援助を求めることになり
ます。学校の設置者は、学校から報告を受けた
ときは、必要に応 じ、その設置する学校に対し
必要な支援を行い、若しくは必要な措置を講ず
ることを指示し、又は当該報告に係る事案につ
いて自ら必要な調査を行います。校長及び教員
は、当該学校に在籍する児童等がいじめを行っ
ている場合であって教育上必要があると認める
ときは、適切に当該児童等に対して懲戒を加え
ます。

本件では、小山田氏が指導を受けたり、被害
生徒と別の教室で授業を受けることになったり、
場合によっては懲戒を受けることになるでしょ
つ。

民法上の責任
2つ 目は「不法行為」です。民法では、「故
意又は過失によって他人の権利又は法律上保護
される利益を侵害した者は、これによって生 じ
た損害を賠償する責任を負 う」 (同法 709
条)と されています。小山田氏の行為は、故意
によって他人の権利又は法律上保護される利益
を侵害 したといえるので、民法上の不法行為に
当たります。

3

、多年

なお、①の行為に関しては、アィデイアを提供
しただけだとのことですが、仮にそうだとして
も、共同不法行為者 としての責任は負うものと
考えます (同法 719条 2項「行為者を教唆し
た者及び討ほう助 した者は、共同行為者とみな
して、前項の規定を適用する」)。
「不法行為」に該当する場合は、不法行為者
は、被害者に対 して損害を賠償する責任を負い
ます。もっとも、不法行為には時効や除斥期間
があ ります。改正民法が 2020年 から施行さ
れていますが、小山田氏の行為時から20年以
上経っているので、改正前民法でも改正後民法
でも、時効または除斥期間になっていて (改正
前民法 724条 、改正後民法 724条 の 1、
2)、 損害賠償の請求はできないことになりそ
うです (な お、本件では、改正前民法の適用 と
なります。)。 もっとも、最高裁でも、除斥期
間による権利消滅の例外を認めた り、時効の起
算点 (始 まりの時期)を 不法行為時より後にず
らした りする判断が出てもいますので、検討の
余地はあると思われます。

刑事上の責任
3つ 目は刑事の「暴行」「傷害」「強要」
「恐喝」です。「暴行」 とは、人の身体に対す
る不法な有形力の行使をいいます (刑法 208
条)。 「傷害」とは、人の生理的機能を障害す
ることをいいます (争いがあります)(同 法 2
04条 )。 「強要」とは、生命、身体、自由、
名誉若 しくは財産に対 し害を加える旨を告知 し
て脅迫 し、又は暴行を用いて、人に義務のない
ことを行わせ、又は権利の行使を妨害すること
をいいます (同法 223条 )。 「恐喝」とは、
人を暴行 。脅迫 して財物を交付させることをい
います (同法 249条 )。 小山田氏の行為が必
ず しも明らかではありませんが、上記の罪責に
問われうる行為はあったものと思われます。①
の行為に関しては、アイディアを提供 しただけ
だとのことですが、仮にそうだとしても、教唆
犯 (同法 61条 1項 )、 講助犯 (同法 62条 1
項)、 共同正犯 (同法 60条 )の いずれかには
該当すると思われます。
もっとも、刑事事件の公訴提起には時効があ
ります。「暴行」は 3年、「傷害」は 10年、
「強要」は 3年、「恐喝」は 7年 で公訴時効が
完成 します (刑訴法 250条 )。 時効は犯罪行
為が終わった時から進行するので (同法 253
条)、 行為から30年以上近 く経過 していると
思われる本件では、公訴時効が完成 していない
とするのは困難でしょう。
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大阪のスタールロイヤー運用の紹介

講 師 峯 本 耕 治 (大阪弁護士会所属 )

: : :,llr:

1990年 当時、体罰・管理教育が、一方で「荒れる教室」が問題になった
時期に弁護士となり、大阪府のスクールロイヤースクールソシャワーカーの
スーパーバイザーを務められている。また、「子どもを虐待から守る制度 と介
入司法」と「スクールソーシャルワークの可能性 ((共著)な どの著書がある。
最初の事件が、内申書の開示事件でした。
高校 しん爆進学に影響する内申書が子ども管理の郷愚に使われているという
問題意識で開示を求めた裁判にとりくみ、最高裁まで行きました。これを機に
学校教育に関わることになりました。
その後、英国に留学 して、ケース研究の実践場面に接 しました。個別裁判で
はなく、子どもの最善の利益を目指 し先生方と一緒に改善する姿。そこでは、
表面的関 りに終わらず、福祉的視点で子どもや家庭を指導 。支援 し、それがシ
ステマチックに取 り組まれている。
これを教育支援の方向の一つとして日本でも始めたいと、学校のサポー トシ
ステムを研究する会 (現在 TPC教 育サポー トセンター)を作 りました。学校
教育に、福祉の視点 。発達成長の視点 。危機管理の視点を取 り入れてサポー ト
していこうという目標を掲げ、ほどなく学校のケース会議に専門職を派遣する
取 り組みが始まりました。
2008年 文科省がスクールソーシャルワーカーの全校配置を予算化 します。
今では当然とされる福祉の視点が学校教育に取 り込まれます。加えて、スクー
ルロイヤー制度は、安全 。安心 。 (虐待防止の意味を込めて)愛情の三つの実
現に向けてサポー トすることになります。
歴年的に整理すれば、 1990年 代後半にスクールカンセラー制度が発足、
2000年 代中頃にスクールカンセラー制度が発足、 2020年 代初めにス
クールローヤー制度が発足、とたどれます。今日、これらの三専門職は、学校
により、専門職による支援チームと見ています。外部支援ではなく、内部的支
援と捉えられています。 (こ のあと、具体的活動内容の紹介が多数なされまし
たが、字数の関係で省略しました。)
野田市の虐待死事件では児童相談所の対応 と学校のアンケー ト漏洩が批判
に晒されましたが、 SLが いて、「個人情報の漏洩にあたるから違法だ」と一
言ア ドバイスしたら防げたものと悔やまれます。

(文責 原田敬三 )
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隷曹行動に熾綺漉務綴議棒爾構築

は%をまた手弓|き  纂1畿まと錮メ港

文責 細川潔 (弁護士)糠

幸

1.総論～弁護士との連携を目指して～
(1)初めに
学校現場で,初期対応の段階から,
予防的に弁護士等が関わることで,速
やかな問題解決&教職員の負担軽減。
各教育委員会における法務相談体制の
構築に役立てる際の留意点 &具体的な
弁護士への相談事例の紹介
(2)弁護士に依頼できること(業務内容 )
① 助言・アドバイザー業務
違法 。適法の判断&ソーシャル
ワークの視点から,学校のアセス
メント (見立て)と プランエング
をサポー ト

② 代理人・保護者との面談への同席等
弁護士が学校や教育委員会の立
場にたった代理人として直接保護
者等 とや りとりをすることが適切
な事案がある。

③ 研修

④ 出張授業
(3)留意点
弁護士との法務相談体制の整備にあ
た り,その業務内容によっては,教育
委員会 。学校における法務相談を依頼
している弁護士 とは別の弁護士に依頼
をすべき場合もある。調査委員会等の
委員は×。助言・ア ドバイザー弁護士
と代理業務弁護士を分ければ助言・ア
ドバイザー業務における

中立性が徹底される。

2.法務相談体制の構築に向けたステップに
ついて

(1)弁護士会 (単位会)と の連携
教育委員会が所在する都道府県の弁
護士会に問い合わせる方法。知見のあ
る弁護士に個別に問い合わせる方法。
文科省による 「スクールロイヤー配置
アドバイザー」委嘱制度。
(2)助言 0ア ドバイザー業務における相
談

方法等の設計
ア 相談方法等
① 適宜弁護士に対して相談できう
制度

② 特定の日時を指定して相談でき
る制度

③ ①及び②を併用する制度
【① -1】 学校の管理職又は教職

員が直接弁護士に相談
できる制度

【① -2】 学校の管理職又は教職
員が教育委員会に相談
をた上で、教育委員会
から弁護士に対して相
談をする制度

【① -3】 教育委員会から弁護士
会に対して相談し,弁
護士会が案件ごとに弁
護士を紹介する制度

イ 相談の場所
法律事務所、学校・教育委員会内の

部屋・メール、電話
(3)助言 。アドバイザー業務における各
関係機関等との連携の設計
取組例 スクールカウンセラーやス
クールソーシャルワーカーから相談が
できるようにしたり,定期的な意見交
換会の場を持ったりする要保護児童対
策地域協義会のケース会議に出席する
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欝   鰊 鱚
暉購   スクールカウンセラー等と一緒に学校
‐k,´   校の相談に乗る
・ ず   法務相談を受ける弁護士と自治体の顧

問弁護士との役割分担
(助言・ア ドバイザー業務か)
(代理業務か、教育分野か,それ以外
の分野か )
(4)報酬体系の設計 (特に助言・アド
バイザー業務について)
① 相談毎の報酬、②月額固定の報
報酬、③その他 (授業・研修毎、
案件毎に着手金・成功報酬制 。

タイムチャージ制 )
(5)助言 。アドバイザー業務に関する
事項 (利益相反等 )
助言・ア ドバイザー業務について
は、継続的い学校及び教育委員会に
対して助言をすることになる。例え
ば、当該学校 0教育委員会を相手方
とする事件を受任している弁護士は、
利益相反により、当該学校・教育員
会において助言ア ドバイザー業務を
行うことはできない可能性がある。
いじめ問題等を発端とした、被害
児童生徒から加害児童生徒に対する
被害弁償の額についての争いなど、
当事者間で解決すべき案件について
の一方からの相談対応や、警察と協
力して対応している事案における刑
事事件上の児童生徒の権利擁護の対

=  応など、助言 。ア ドバイザー業務を
.ま _=

■■・

行う弁護士がそれらの対応に従事す
ることが現在の役割と抵触する考え

は帯:鶉::られる場合は、児童生及

びその保護者に、弁護士会の相談窓日等を
案内し、別の弁護士等が対応できるように
促すことが望ましい。

3.業務類型ごとの事例集 (事例目次は下記 )

4.最後に
実際に学校現場で弁護士との連携を円滑
に進めるに当たっては,弁護士に学校や子
供たちの様子を知つてもらったり,教職員
と弁護士がお互いの専門性を含めた相互理
解を深めたりできるよう,学校訪間の機会
を設けることや,裁判例や公表されている
事例等に基づ第三者委員会の報告書,学校
内で実際に起こったき,あるべき対応につ
いて,教職員や弁護士で勉強会をするなど
して議論すること等も考えられる。
本手引きを活用して,弁護士との連携を
深め,学校 ◆地域の実情に合った法務相談
体制を構築することで,教員お負担を軽減
するとともに、その力を学校教育の場面で
遺憾なく発揮し,子供たちへのより良い教
育が実現できるように環境を整えていただ
くことを願つております。

文科省の手引きでは、助言・アドバイザー
業務の事例が 11例、代理・保護者との面談
等への同席等の事例が 2例、研修業務事例が
4例、出張授業事例が5例それぞれ紹介され
ているが、長文の内容であるため内容を省力
し、日次のみを紹介する。
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【助言・

【助言・

【助言・

【助言 ロ

【助言・

【助言 ロ

【助言・

ア
¬″
ノ

ア

ア

ア

ア

ア

ア

ドバイザー業務―事例 1】

ドバイザー業務―事例 2】

ドバイザー業務―事例 3】

ドバイザー業務―事例 4】
ドバイザー業務―事例 5】

ドバイザー業務―事例 6】

ドバイザー業務―事例 7】

ドバイザー業務―事例 8】

事例集

いじめ対応

保護者への対応

学校事故への対応
児童虐待

触法・非行 "暴力・性加害等の問題行動
不登校

障害のある児童への対応
重大な少年事件やいじめ,自死事件等が
発生 した場合の対応

貧困・福祉問題

】体罰,生活指導上の問題等への対応
】著作権

【助言・ア ドバイザー業務―事例 9】

【助言・ア ドバイザー業務一事例 10
【助言・ア ドバイザー業務―事例 11
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【代理・保護者との面談への同席等―事例 1】 保護者の対応にあたって

弁護士が窓口となつて対応 した事例
【代理・保護者との面談への同席等―事例 2】 専門家の立場から保護者や

関係者に対して法的手続に関する正確な情報を提供 した事例
【研修業務―事例 1】 いじめ,体罰,児童虐待,生徒指導等
【研修業務―事例 2】 法教育
【研修業務―事例 3】 個人情報を含むコンプライアンス
【研修業務―事例 4】
【出張授業一事例 1】
【出張授業一事例 2】
【出張授業一事例 3】
【出張授業一事例 4】
【出張授業一事例 5】

保護者対応
いじめ予防授業
法教育

消費者教育
ワークルール教育
デー トDV等

′
　
●

絣藤1飩亀悔辟鰈巫
_.● ■
.|_ _      ‐
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峯本先生のお話にあったこととかぶるんで
すけれ ども、期待されていることはまず、助
言・ア ドバイザー業務。法的なア ドバイスを
行 う。その中で弁護士は違法とか適法とかの

判断だけではなくて、子 どもの支援のあり方
とい うことまで検討に入れて対応するとい う
ことが期待されているようです。あとは、代
理・保護者 との面談への同席ということも期
待されているようです。
これも峯本先生のお話にもありましたけれ
ど、弁護士が保護者 とか、学校 とか、教育委
員会の交渉窓口になることによって、学校や
教育委員会の過度な時間的精神的負担を軽減
させることも、期待されているようです。あ
とは、研修です。先ほどの話にもありました
けれ ど、研修も期待されていて、弁護士が教
職員や教育委員会に対 して、各種の研修活動
を行 うことも期待されているようです。あと
は出張授業です。弁護士が児童生徒に対 して
法律専門家としての知見に基づいて、ゲス ト
ティーチャーとして出張授業を実施するとい

うことも期待されている。法教育とかいじめ

防止 とか、更には消費者教育 とか、ワーク
ルール教育に関しても出張授業を行 うことも
期待されているようです。

我々が気にするところではないのかもしれ
ませんが、留意点としては弁護士との法務相
談体制の整備にあたり、その業務内容によっ
ては教育委員会、学校における法務相談を依

頼 している弁護士とは別の弁護士に依頼す
べき場合もありますというところです。業務
内容によっては代理する弁護士と、ア ドバイ
スする弁護士を別にするとか、そういうこと
も考慮されているようです。
4頁 目以降にどうい う形で学校が弁護士 と
かに相談するのかが書いてあります。一つ 目
としては学校の管理職 とか、教職員が直接弁
護士に相談できる形です。

次は学校の管理職又は教職員が教育委員会
に相談をして、教育委員会から弁護士に対 し
て相談をするという形です。ついで教育委員
会から弁護士会に対 して相談 して、弁護士会
が案件毎に弁護士を紹介する形。 この3つの
パターンが想定されているようです。
そ うい うことだけではなく、弁護士が助言
とかア ドバイザー業務をする際には、各種関
係機関との連携するとい うことも謳われてい

るところです。スクールカウンセラーとか、
スクールソーシャルワーカーとか要保護児童
対策地域協議会 というような形のところと連
携 して業務を行っていくとい うことも書かれ,
ています。

あと、制度的なもので、気にしなければい
けないこととしては、8頁 目の下の方のとこ
ろで、利益相反が生じる恐れがある点の注意
です。

助言 0ア ドバイザー業務については、継続
的に学校及び教育委員会に対 して助言をする
ようになります。そうすると、学校・教育委
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'員会を相手とする事件を受任 している弁 t、 限定 して書いていますけれ ども、実際問
護士は利益相反により、当該学校・教育委  題、被害児童から学校 とか教育委員会に対
員会においては助言・ア ドバイザ_業務を  する損害賠償の話も、場合によってはやや
行 うことができない可能性があります^当  利益相反の問題 とか出て来かねないんじゃ
事者間で解決すべき案件、被害児童から力日  ないかなと個人的には思ってお ります。
害児童に対する損害賠償の話とか、刑事事   あと事例ですけれども、この手引きに関
件上の児童生徒の権利の擁護とか、そ うぃ  しては文科省のホームページに入っていけ
う現在の役割と抵触することが考えられる  ばすぐに手に入るので、ぜひ、皆さんも文
場合には利益相反が生 じる可能性があるの  科省のホームページに入ってご覧いただけ
で、この制度における業務を受けることは  ればと思います。非常に事例がたくさん
できないのではないかと注意が書いてあり  載っていまして、分かりやすく相談内容、
ます。ここは報告なので自分の意見をいれ  弁護士の助言、ポイン トと書いてあって、
ない方がいいと思つているんですけ注    11頁 以下に書いてあるんですけれども、皆
「利益相反、加害児童とか被害児童の間に  さんも、もし興味を持たれたら参照 してい
被害弁償額についての争い」とい うふ うに  ただければと思います。

昨年末に文科省の方から教育行政にかかる法務相談体制構築に向けた手引きというものが出さ

れてました。その中で、学校と教育委員会と弁護士との連携とか、パートナーシップが謳われて

おりますので、今後我々が学校問題を扱う場合には、多少関係 してくると思うので、その関係で

簡単にご報告し皆さんと情報共有させていただきたいと思います。

昨年の12月 に出たんですけれども、私からすると、当然今まで弁護士とスクールロイヤーとい

う制度はあったんですけど、文科省の方から明確にこういうのが出たのは、あれ、突然という感

じです。元々政策的にも弁護士と学校、教育委員会との連携というのは、言われてたようで、

2015年 12月 に文科省の方から「チームとしての学校の在 り方と今後の改善方策について」とい

う答申が出ていたりとか、いじめ分野において、2017年 から2019年 までいじめ防止等対策のた

めのスクールロイヤー活動に対する調査研究事業が実施されていたりとかあって、更に今回、令

和2年度から交付税が出るようになりました。いじめとか虐待とか、教育委員会から弁護士等へ

の法務相談経費について、普通交付税措置が講 じられることになったとあります。

今後は虐待とかいじめとか、過剰要求とか学校事故への対応について、法務の専門家への相談

する機会が増える、そういうことからこういうような、交付税を出すような機会が出てきたこと

から、この「構築の手引き」が作られたということになっています。

弁護士会の方でも情報提供文書を出して協力するという話になっているようです。 (終 )
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学校安全ネットがお薦めする

学校安全ネット通信焔.10の書評を依頼
されて、思い浮かんだのは、「心的外傷と
回復」 (みすず書房・ジュディ・ レ・ハー
マン著)である。本書はPoToSoDに 係る
本格的な専門書である。私は弁護士になっ
て数 10年後多忙な時期に一気に読んでし
まった記憶がある。それまでの私は、物事
を表面的にしか捉えていなかったが、人の

内面にまで深 く立ち入ることで、人間の実
像が見えることを教えてくれた。
本書には具体的な「身の毛もよだつ怖ろ
しい体験」の例が多 く掲げられている。そ
の 1つ ひとつが、人間の内面を捉えていた。
(中井久夫の名訳によるところも大であろ
う。)
冒頭の謝辞のはじめに、「本書はその生
命を女性解放運動に負 うものであるc」 と
あるように、単なる医学書ではない。思想
書である。そのことは、本書を更に深いも
のにしている。「本書の知的源泉は男女両
性における正常発達 と異常心理 との基本概
念を再創造 しようとする全フェミニス トプ
ロジェクトである。」
「私は母に生きて本書を見てほしかった。
母の心理学的洞察と知的大胆さと品位 と、
苦 しむ者 と抑圧 された者への共感と、正義
の怒 りと、政治的ヴィジョンとは私が受け
継 ぐべき遺産である。」との記述も、本書
の品格と広がりを物語っている。
著者は「序」の中で、本書の核心をつぎ
のように述べている。
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第一に、残虐行為への通常人の反応は、これ

を意識から排除することである。社会の申し合
わせの侵犯のあるものは、声を出して語れない
ほど怖ろしい。残虐行為を否認したい欲望と同
程度に強力なのが<否認はうまく働かないはずだ
>と いう確信である。怖ろしい事件の真相を回想
し語ることは、被害者個人の快癒 と社会秩序の
回復との前提である。
1970年 代のウーマン・ リブ運動のスピー
クアウトは女性に対する暴力犯罪が広まってい
るのを公共の意識に上がらせた。口をつぐまさ
れていた被害者たちがその秘密を明かしはじめ
り■

これまで決 してその物語を語らなかった全国の

女性たちからの手紙が私たち (精神科の医師)
のところにやってくるようになった。この手紙
によって私たちは語 りえないものを語ることと
の力を理解 し、否認と抑圧 との障壁が撤去され
た時に解放される創造的エネルギーを身を以っ
て直接味わった。
第二に、本書は、性的および家族的暴力の被
害者を相手とする臨床および研究の 20年間の
果実であり、多数の他種の外傷を受けた人々へ

の経験が増大 していることを反映 している。ま
た、つなが りを取 り戻す本であ り、 コミュニ

ケーションに関する本でもある。
第二に、心的外傷後生存者の証言が本書の中
核である。生存者はわれわれに断片をつなぎ合
わせ、物語を再構成 し、その現在の症状を過去
の事件の光に照らして意味のあるものとせよと
迫る。

著者は、本書が賛否両論を巻き起 こすだろう
と予想する。―①本書がフェミニス トの観的か
ら書かれたから、②本書が既成の診断概念に挑
戦するものだから、③身の毛もよだつ怖ろしい
ことを記しているから。
こうして本書はPTSDの聖典となった。
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みすず書房
ジユデイス・L・ハーマン

中井久夫
¥フ ,480円 (澪,き込み )
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教育現場から見える学生気質

和田巌雄 (会員)

公立高校で教師をしております。自立心がない学生が多くみられ、授業内
でも教科指導 (物理)を しながらキャリア教育を実施 しています。今回はそ
の内容について書かせていただきます。
近年の学生は自己に対 して矢印を向けなければならないことに気付かずに、
他者に対 して矢印を向け続けてしまう人が増えていると思います。自己実現
ができていない学生程この傾向が強いと感 じています。
教育プログラムの最適化や世の中全体を見させる機会も多く作 り、様々な
情報を用意 し、通切な指導をするのが我々の役割ですが、 これ らを有効活用
できないのです。そして結果的に何かが決まらないと (主に進路 )、 そのフ

ラス トレーションが担任や保護者へ向かってくる現状です。
私自身、民間企業で 6年働 き、教職員になっています。大卒後すぐに教職
員になった人より、企業が求めている人材が把握できています。自身の経験
をも生かし、学生が数年後自立 し、社会人 として立派にスター トできるよう
自主性を強調 した教育を実施 しています。自ら道を切 り開き、自分が成長す
るために何が必要か自分で考え、そして自ら学んでいく、そういう自ら成長
していく人が、将来何事にも挑戦 し、物事を打開していける人材であること

を意識させています。物理の質問においても、すぐ聞くのでは

なく、数日考え続け自分の考えを持ってから聞きに来るように

指導 しています。

学習 した内容を自ら整理 し、自ら考え、自ら調べ、そして後
に自身の考えを教師に述べさせることで自立′むを育成 しています。
会員の皆様、本誌をご覧の皆様、教育現場にいる身として多く
の方々のお役に立てたらと思っております。

私にできることがあればお気軽にご相談ください。

☆ NPO 学校安全全国ネツト入会の御案内☆
ちの活動は , 皆さんの会費で運営しています。
に関する組談を |よ じめ、当会の事業に対 し
ご賛同をいただきますよう、お願い申し上げます。

年会費

0130-9-346463
学校安全全国ネットワータ

行元 ・ お問含せ先
ワーク

3-3511-5070
3-3511-57814

事務局所在地

=戸 102-0072

東京都千代田区富士見
2-7-2

ステージビル1706電

南」ヒ法律事務所 内
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